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１，はじめに 
      ﾄﾝﾈﾙ上部の保護層を確保出来ない区間（図―１）の用地でのﾄﾝﾈﾙ上部の効果的な利用開発に伴うﾄﾝﾈ  

 ﾙ本体の防護の考え方、及び施工に伴うﾄﾝﾈﾙ                      図―１ 
     変状防止対策計画と計測管理について 
     報告する。   
２，開発の概要 
       ﾄﾝﾈﾙ上部の開発工事で、敷地面積 
      14,000 ㎡、建築面積 3,800㎡に及ぶ 
      ﾏﾝｼｮﾝ建設工事である。 
３，トンネル防護の必要性と考え方 
       本ﾄﾝﾈﾙ上部は、区分地上権が設定 
     されておらず、隣接する用地既地上 
     権設定範囲）の設定条件に従いﾄﾝﾈﾙ 
     上部の保護層を確保するため盛土を 
     施工する必要があり、これを参考文献１）で評価した結果制限範囲（要対策範囲）であることが判 

 った。 
       さらに、このﾄﾝﾈﾙの覆工はRC及び無筋ｺﾝｸﾘｰﾄであるが、安全性を考慮し無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ覆工とみなし 
     覆工健全度を B ﾗﾝｸとし増加引張応力の許容値の目安を 10kgf/㎡とした。 
       以上から影響解析に基づき対策方法を検討した結果、中間地盤に対策工を施工し、影響を除去する 
     影響遮断工法を選定した。この工法の採用で、ﾄﾝﾈﾙ上部の増加荷重に耐えられる構造の防護工を構築 
     させ、開発に伴う上載荷重の影響がﾄﾝﾈﾙに直接伝わらない対策を施し、防護工下面での荷重制限は 
     0kgf/㎡と厳しい数値で設定した。さらに、盛土量の多い断面であることから、盛土量を減少させるか 
     軽量盛土等で上載荷重を軽減させる必要があった。なお、施工は、軽量盛土とした。 
４，トンネル防護について 
  １）地質概要 

 施工箇所は、参考文献３）より三浦層群の上に末吉層があり、最上位が関東ﾛ-ﾑ層で構成される地 
盤で今回施工区間は土被りが浅く、部分的にﾄﾝﾈﾙｱｰﾁ部表面が露出している箇所もある。さらにｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ

ﾗｲﾝ付近まで N値 10 以下であり、地下水も非常に高い状況である。 
  ２）新設基礎 
       基礎は、「建設予定の建物荷重や盛土を含む上載荷重」と「用地の制約及び施工条件」等を考慮 
     して、支持杭の工法を比較検討した結果、場所打杭工法を採用した。 
     杭打設方法は、ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ工法及びﾘﾊﾞｰｽ工法とし、ｶﾞｲﾄﾞｹｰｼﾝｸﾞをﾄﾝﾈﾙｲﾝﾊﾞｰﾄ下面まで使用することで、 
     ﾄﾝﾈﾙ壁面保護とﾄﾝﾈﾙ周辺地盤を乱さない施工とした。又、杭打設による変圧の影響を考慮し、連続打 
     設は避け、1 本置きもしくは千鳥配置での打設とした。 
       尚、防護工の杭とﾄﾝﾈﾙの離隔は、参考文献２）から杭径の2倍必要（無条件範囲）とあるが、当該 
     地盤が、N値 3～17 程度の自立性のある洪積粘性土層であること、打設方法はﾌﾘｸｼｮﾝｶｯﾄが出来る 
     工法を適用し、杭とﾄﾝﾈﾙの離隔距離を w=2.0mとした。 
       又、杭径及び打設間隔は、地盤が粘性土であること、盛土による杭間からの側圧の回り込みによ 
     る影響が考えられるため解析の結果から、杭径をφ1,700mm～1,800mm、杭間隔をL=2.5mとた。 

       尚、杭長はL=20.0mとし、支持層（砂質固結ｼﾙﾄ層）まで打込むこととした。 

  ３）床版（スラブ桁）鉄筋コンクリート 

       床版は、上載荷重を等分布荷重として設計し、たわみに伴う増加荷重によりﾄﾝﾈﾙ覆工に影響を及 

     ぼさないよう、予め保護域を確保し、計算上生じる施工時のたわみ（t=10mm）を吸収する事とした。 

  ４）軽量盛土 

       盛土量の多い変圧地形となる断面や、軽量盛土材による縦断的な置き換え範囲は、FEM解析を行い、 

     その範囲を決定した。また、既地上権設定範囲で盛土量の多い断面についても、気泡混合軽量盛土等 
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の軽量盛土材の使用により、盛土荷重の軽減を図り、施工時は変圧及び変形を生じさせないよう、 

   3層程に分け、すきとり厚を変更しながら搬出し荷重を均等に作用させることとした。 

     又、施工後の管理上の注意点として、盛土              図―２  軽量盛土一般断面及び詳細 

材の単位重量が1.0tf/m3以下のため、地下水 

位の上昇による浮力の発生、盛土材の単位重量変

化等の影響を考慮し、盛土側部に砕石及び有孔管

を用いた排水層を設置した。 
（図―２） 

５，計測施工 
     前述のようにﾄﾝﾈﾙ上部の施工に配慮すると 
   ともに、ﾄﾝﾈﾙ内の計測管理を行ない、ﾄﾝﾈﾙの安全 
   性を確保することとした。 
   計測項目は、 
   ①  覆工の観察・ｸﾗｯｸ測定  ⇒ 目視             図―３  計測器設置一般断面 
   ②  内空変位測定（水平・傾斜）  ⇒ ▼      
   ③  沈下測定（連通管式沈下計）  ⇒ ◎ 
   ④  継ぎ目測定  ⇒ ■ 
   ⑤  温度測定  ⇒ ☆ 
   ⑥  ﾄﾝﾈﾙ外部での天端沈下測定  ⇒ ● 
   の 6 項目を選定した。（図―3） 
     計測範囲は開発区域端部より L=20.0m間隔で実施し、 
   管理基準として表―１を設定し、自動計測により常時計測管理を 
   行うこととした。又、定期的に内空変位と目視によるﾄﾝﾈﾙ覆工の 
   変状監視も併せて実施した。 
     近接施工による影響の有無を判断するため 
   工事着手の 1 ヶ月前に初期値を採取し、 
     計測頻度は、 
   ①  杭施工時＝施工開始～5本程度常時監視 
   ②  盛土工事時＝定期計測（1回/半月）・出 
      来高（進捗率）による計測 
   ③  継続期間は、防護工・盛土工の施工終 
      了後（1回/月～1回/6月）とし、計測値が 
      一定に集束しない場合はさらに延長する 
      とした。（ﾄﾝﾈﾙの変形は、ｸﾘｰﾌﾟ挙動により時間遅れで生じる場合がある為、施工後もしばらくは計測 
      監視を継続し異状の有無を確認する必要があるため。） 
６，おわりに                                          表―２内空変位計測計測結果 

   施工中の計測結果 
 として、内空変位は、 

- 1mm～-3ｍｍ程度、 
継目変位は1mm程度、   
沈下・隆起は、2mm～

-4mm で比較的落着い

た状況下で推移してい

るが、これ以上の進行

がない様、計測に注意

を払って現在も進行中

である。（表―２）  

表―１   計測管理値 
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